
任意後見制度とは

判断能力の低下に備える



任意後見制度の概要

• 任意後見制度とは、判断能力の低下がしたと

きに代わりにやってほしいことを契約（任意

後見契約）で決めておく制度です。

• 誰にお願いするか（受任者・任意後見人）は

自分で決めることができます。親族でも可能

です。

• 判断能力が低下し、後見が必要になってから

契約が発効します。

• 亡くなったら契約が終了します。



任意後見契約でできること

• 任意後見契約で受任者（任意後見人）に代理権
を与えることができるのは法律行為や財産管理
です。

※契約が発効してから代理権が発生します。

※介護のように直接的な事実行為は代理権の範囲に含まれません。

例えば…

・金融機関との取引

・所有する不動産の管理、処分

・行政機関等に対する諸手続き

・病院への入院に関する契約の締結、

費用の支払い

など



任意後見制度と
成年後見制度の違い

任意後見制度

任意後見人となる受任者を自分で決めることができます。
任意後見人は、契約時に当事者間で合意した特定の法律
行為の代理権によって本人を支援します。同意権・取消
権による支援はありません。

本人の意向に沿って支援できるのが任意後見制
度となります。ただし、判断能力がある間に
しか契約できません。

成年後見制度

成年後見人は裁判所によって選ばれます。成年後見人は、
日常生活に関する行為を除くすべての法律行為について本
人に代わって代理します。必要に応じて取消します。



任意後見はどうやって
始まる？

• 任意後見契約を締結してからも、判断能力が
低下するまでは普通に生活できます（将来型
の場合）。

• 判断能力が不十分になったら家庭裁判所に申
立てをし、任意後見監督人を選任してもらう
ことで任意後見がスタートします。

• 任意後見人は任意後見監督人による監督のも
と、代理権を行使します。

任意後見契約を締結したあと、いつ
どのように任意後見がはじまるの？

申立人 本人、配偶者、四親等内の親族、
任意後見受任者



任意後見契約の類型

• 将来型

今現在判断能力はしっかりしているが、将来に備えて任意後
見契約を契約するケースです。

将来、本人の判断能力が不十分になると家庭裁判所に任意後見
監督人を選任してもらい任意後見がスタートします。

• 移行型

今現在判断能力はしっかりしているけど体力や体調の面で金
融機関に行くことができない場合、任意後見契約に加えて財産管
理契約を締結します。後見開始前は財産管理契約に基づいて財産
を管理します。

財産管理中に本人の判断能力が不十分になったら財産管理契約
を終了し、家庭裁判所に任意後見監督人を選任してもらい任意後
見がスタートします。

• 即効型

判断能力が低下しつつある状況で任意後見契約を締結します。
すぐに家庭裁判所に任意後見監督人選任を申立てて任意後見がス
タートします。



任意後見が始まる前の支援に
ついて

財産の管理を委任する財産管理契約を締結することができます

（任意代理契約とも言います）。

任意後見契約が発効するまでの間、財産管理や身上監護の事務を
受任者に依頼することができます。

判断能力はしっかりしているけれど、体力的に
外に出かけるのは困難。こんな時はどうしたら
いいの？

普段の暮らしのサポートはいらないけれど、判
断能力が不十分になったら任意後見をスタート
させてほしい。

見守り契約を結ぶことができます。

具体的な支援はしませんが、ときどき連絡をとり、見守りながら
信頼関係を継続させるための契約です。適切な時期に任意後見監
督人選任申立ての手続きをするタイミングを計ります。



任意後見契約のデメリット

• 判断能力が低下しても任意後見をスタートしてもら
えない可能性があります。

• 費用がかかります。

任意後見契約を結ぶ上で気を付けるこ
とはありますか？

判断能力の低下に気づいてもらえなかったり、財産管理契
約の状態のまま預貯金を勝手に使われてしまうということ
が考えられます。状態を見守ってくれる親族や、信頼でき
る受任者の存在が必要です。

契約書作成や任意後見の受任者を専門家に頼んだ場合、契
約書作成費用のほか、後見開始時の申立て費用、後見期間
中の継続的な報酬が発生します。契約書は公正証書によっ
て作成します。

その他、契約によってできること、できないこと、税
務上の注意点などを理解する必要があります。



ご提案

✔今は判断能力がしっかりしているけど、体力面で外
出するのが厳しい。

✔自分の代わりに特定の金融機関の通帳の管理をして
ほしい。

✔税金や公共料金の支払いを代わりにやってほしい。

✔介護、福祉サービスの利用の手続きをやってほしい。

✔判断能力が低下してからも預貯金の管理をしてほし
い。

✔判断能力が低下してからも医療機関への手続きや介
護、福祉サービスの手続きをしてほしい。

任意後見契約＋財産管理契約

今現在の支援と将来の支援を希望する場合は

２つの契約をセットで契約することが考えられます。



今の状況や希望を
お聞かせください

判断能力が低下しても、自分らしく生きるためにいろいろな希
望があることと思います。また、子供や孫の学費をだしてあげた
い、お小遣いをあげたい、といった希望もあるかと思います。

これらの内容はライフプランや指示書という形でまとめること
を検討できます。

専門家と相談しながら将来への備えを考えてみましょう。

契約の受任者（任意後見人となる方）の第一候補は親族になる
かと思います。もし近くに親族がいない場合は専門家を検討して
もよいでしょう。その場合、面談しやすい距離にある専門家を選
ぶとよいでしょう。

ただし親族が財産管理契約の受任者になると、金融機関によっ
ては対応してくれない場合があります。

任意後見人

様々な希望
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